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第１ 指定管理者募集の目的

令和９年３月末で指定管理期間が終了するため、知名町フローラルパークの設置及び管理に関す

る条例（平成 18 年条例第 24 号。以下「条例」という。）第１条に規定する施設の設置目的をより

効率的、効果的に達成し、住民サービスの向上に資するため、条例第５条の規定により、指定管理

施設の管理運営を行っていただける指定管理者の候補者を次のとおり募集します。

第２ 指定管理者を募集する施設について

１ 施設の名称等

(1) 名 称  知名町フローラルパーク（以下「フローラルパーク」という。）

(2) 所在地  鹿児島県大島郡知名町大字知名 2190 番地１

(3) 竣工日  平成 11 年３月

(4) 施設の構成

別紙１「施設の構成」を参照してください。

２ フローラルパークの設置目的

町民のふれあい、健康増進及び福祉の向上を図ることを目的としています。

３ フローラルパークの特徴

スポーツ・文化活動を通した町内外の交流の場として、地域に開かれた住民の誰もが利用しやす

い、多目的に利用可能な施設として整備しました。

施設周辺には、国立公園特別地域などの自然環境が共存しており、その自然及び既存施設との調

和が図られ、まちづくりの一環として地域活動の重要な拠点としての役割を目指しています。

第３ 指定管理者の指定・募集について

１ 指定管理者の指定期間

指定期間は、令和９年４月１日から 11 年３月 31 日までの２年を予定しています。ただし、指定

管理者の指定及び指定期間は、議会の議決を経て正式に決定されます。なお、地方自治法（以下「法」

という。）第 244 条の２第 11 項の規定に基づき、町はフローラルパークの施設の管理の適正を期す

るため行った必要な指示に従わないときその他当該指定管理者による管理を継続することが適当

でないと認めるときは、その指定を取消し、若しくは期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停

止を命ずる場合があります。

２ 指定管理者による管理及び運営

フローラルパークの管理運営においては、企画振興課と緊密な協力・連携を図りながら、利用者
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の視点・サービス向上の視点・経営感覚の視点などを取り入れた管理運営を行うことが求められま

す。

また、イベント等においては、町内各字や各種団体との連絡・調整及び連携を図っていくことが

必要となります。

(1) 管理の基準

管理運営の基本的事項は、次のとおりです。

① 定休日

指定管理者は、町長の承認を得てフローラルパークの定休日を定めることができます。

② 利用時間

ア テニスコート         午前８時 30 分から午後９時まで

イ ペダルゴーカート       午前８時 30 分から午後５時まで

ウ 土コート           午前８時 30 分から午後５時まで

エ 芝コート           午前８時 30 分から午後５時まで

オ 遊具施設           午前８時 30 分から午後５時まで

カ 管理棟内テナント       午前８時 30 分から午後９時まで

なお、町長が特に必要があると認めるときは、利用時間を変更し、又は臨時に休業日を設け

ることができます。

③ 施設利用の制限及び入場の制限

指定管理者は、条例第 10 条の規定により利用の制限を、また条例第 13 条の規定を遵守しな

い場合も入場を制限することになります。

④ 利用料金及び手数料

フローラルパークの管理運営にあたっては、法第 244 条の２第８項の規定に基づく「利用料

金制度」を導入します。利用料金制度とは、使用料や自らが実施する各事業の収入を直接自ら

の収入とすることができる制度です。

従って、指定管理者は、その管理運営に係る収支について一定の責任を負うことになります

ので、施設の利用を促進し、収入の確保を図る努力が求められます。

利用料金は、条例第 12 条第３項の規定により、条例別表に定める額の範囲内において、あ

らかじめ町長の承認を得て定める額とします。

⑤ その他

フローラルパークの管理運営にあたっては、この募集要項に定めるもののほか、議決による

指定管理者指定後に締結することとしている管理運営に関する協定書（以下、「協定書」とい

う。）等で定めることとなります。
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(2) 業務の範囲

フローラルパークにおいては、テナント、運動施設、遊具施設等の事業を行い、業務の範囲は

次のとおりです。

① フローラルパークの利用及びその制限に関する業務

② フローラルパークの維持管理に関する業務

③ その他、町長が必要と認める業務

(3) 業務の内容等

① 業務の内容

ア 施設の使用許可に関すること

イ 利用料金の徴収、減免に関すること

ウ 別紙１「施設の構成」に記載された施設及び備品等の管理に関すること

エ そのほか施設の管理に関し、町長が必用と認めること

② 業務の部分委託

業務の範囲に掲げるすべての業務を一括して他の事業者に委託することはできません。ただ

し、部分的な業務の委託については、町長と協議の上、専門の業者等に委託できるものとしま

す。

なお、フローラルパークの施設の維持及び管理に関する業務の部分的な業務の委託について

は、事業計画書に業務名を明示してください。

(4) 運営組織

フローラルパークの業務を適切、円滑に実施していただくため、必要なスタッフを配置してく

ださい。

(5) 指定管理者の業務に係る経費等

① 当該施設の管理及び運営に係る経費は、町が指定管理者に支払う指定管理料と利用料金等

の収入をもって充てます。指定管理料の支払い方法については、四半期ごとに支払うものと

します。

② 指定管理料は、事業計画書や収支計画書等の内容及び町の財政状況等を踏まえて総合的に

検討し、決定することになります。管理及び運営経費の明細については、別紙２「運営経費

の試算」をご参照下さい。

取得した財産等については、設置者（町）に帰属するものとします。
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第４ 指定管理者の指定申請及び選定手続き等について

１ 応募者の資格等

(1) 応募の資格

指定管理者に応募することができる者は、法人その他の団体（以下「法人」という。）、複数の

団体で構成されるグループ（以下「グループ」という。）です。（法人格の有無は問いません。）

また、個人での応募はできません。

(2) 応募資格の制限

次のいずれかに該当する団体は、応募することができません。また、協定締結までの期間に該

当することとなった場合は、指定管理者としての資格を喪失したものとします。

① 管理運営にあたり、緊急時における迅速な連絡・対応体制が確保・整備できない団体

② 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当する団体

③ 法律行為を行う能力を有しない団体

④ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）、民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）等の規定に

基づき、更生又は再生の手続きをしている団体

⑤ 鹿児島県及び鹿児島県内の市町村から入札参加資格を取り消されている団体

⑥ 都道府県税、市町村税、法人税、消費税及び地方消費税を滞納している団体

⑦ 申請団体の役員に次のいずれかに該当する者が含まれる団体

ア 国税、都道府県税、市町村税を滞納している者

イ 破産者及び禁固以上の刑に処せられている者

ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第６号

に掲げる暴力団員及びそれらの利益となる活動を行う者

(3) グループ応募の留意事項

① グループで応募する場合は、必ず、代表者及び代表団体を決定してください。

② 法人が複数のグループの構成員となり応募することはできません。

③ 単独で応募した法人は、グループによる応募の構成団体になることはできません。
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２ 申請書類

(1) 指定管理者の指定を受けようとする者は、次の書類を提出してください。また、町が必要と認

める場合は、追加資料の提出を求めることがあります。様式第１号から第４号までの書類は、企

画振興課で受け取るか、町ホームページからダウンロードしてください。

法人 法人格のない団体 グループで申請する場合

①
指定管理者指定申請書

（様式第１号）
同左 同左（代表者名）

② 事業計画書（様式第２号） 同左 同左（代表者名）

③ 収支予算書（様式第３号） 同左 同左（代表者名）

④ 誓約書（様式第４号） 同左 同左（代表者名）

⑤ 定款又は寄付行為の写し
定款等に代わる規約又は寄付

行為の写しなどを添付

同左（構成各グループの定款、

寄付行為の写し、又は定款等

に代わる規約などを添付）

⑥
登記事項証明書又は法人

登記簿謄本
代表者の住民票の写しを添付

同左（構成各グループの登記

事項証明書又は法人登記簿謄

本、もしくは代表者の住民票

の写し）

⑦
団体の概要に関する書類

（任意様式）
同左 同左（構成各グループ分）

⑧ 役員の名簿（任意様式） 同左 構成各グループの役員名簿

⑨

前事業年度分の貸借対照

表、損益計算書及び財産

目録（任意様式）

前事業年度分の収支決算書、

損益計算書及び財産目録（任

意様式）

前事業年度分の貸借対照表、

損益計算書、又は収支決算書

及び財産目録（任意様式）

⑩

直近の納税証明書（法人

市町村県民税、法人事業

税、消費税及び地方消費

税）

団体代表者の個人市町村民税

の直近の納税証明書

構成各グループの直近の納税

証明書（法人においては法人

市町村県民税、法人事業税、

消費税及び地方消費税、その

他の団体にあっては団体代表

者の個人市町村民税）

(注)・ 各種証明書等については、３か月以内に取得したものに限ります。

・ 新設団体等事業報告書のない団体等にあっては、総会等の議事録及び設立までの活動内容

を記載した書類を添付してください。

(2) 提出部数

提出部数は、正本１部、副本１部の２部とし、副本は、ホチキス留めとし、糊付け製本は不可

とします。

(3) 留意事項
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① 書類の内容は、労働基準法をはじめとする関係法規を遵守してください。

② 応募書類は、日本工業規格のＡ４縦サイズで、片面複写とします。ただし、官公署の発行す

る証明書等やむを得ないものについては、上記以外でも認めます。

③ 応募書類の再提出及び差換えは認めません。

④ 提出された応募書類は、指定管理者の選定、審査、協議に使用します。

⑤ 提出された応募書類は、選定事務等に必要な範囲で複製することがあります。

⑥ 必要に応じ、追加資料の提出を求めることがあります。

⑦ 応募書類の提出に係る経費は、すべて申請者の負担とします。

⑧ 選定委員及び本町職員並びに本件関係者に対して、本件提案についての接触を禁じます。接

触の事実が認められた場合には失格となります。

⑨ グループ（共同事業体等）で応募する場合、構成員の変更は認めません。

⑩ 応募を辞退する場合には応募辞退届（任意様式）を提出してください。

⑪ 提出された応募書類は、返却しません。

⑫ 提出された応募書類は、知名町情報公開条例に基づく情報公開の請求により開示する場合が

あります。

３ 申請の手続き

申請の手続き及び指定管理候補者選定スケジュールは、次のとおりです。

(1) 申請書類の受付

① 期 間  令和８年 10 月 20 日（火）～令和８年 11 月 20 日（金）

午前８時 30 分～17 時 15 分

ただし、土日や祝日等の休日を除きます。

② 提 出 先  企画振興課

③ 提出方法  郵送（提出期間末日消印有効）又は直接企画振興課にお持ちください。

問合せ先  〒891-9295 鹿児島県大島郡知名町大字知名 1100 番地

知名町役場企画振興課（知名町フローラルパーク指定管理者募集担当）

ＴＥＬ 0997-84-3162 ＦＡＸ 0997-93-4103

(2) 申請及び指定管理候補者選定スケジュール

① 募集要項の配布       令和８年 10 月 20 日（火）～11 月 20 日（金）

② 募集説明会等の開催     令和８年 10 月 30 日（金） 10 時～（予定）

③ 質問票の受付        令和８年 10 月 20 日（火）～11 月６日（金）

④ 質問票の回答（最終公開）  令和８年 11 月 13 日（金）

⑤ 申請期限          令和８年 11 月 20 日（金） 17 時 15 分
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⑥ プレゼンテーション     令和８年 11 月下旬以降に予定

⑦ 選考結果の通知       令和８年 12 月上旬に予定

⑧ 優先交渉権者との協議    選考後随時

⑨ 協定締結          町議会における指定の議決後

⑩ 業務開始          令和９年４月１日（木）

(3) 申請スケジュールの具体的内容

① 募集要項の配布（募集要項、申請書類等は知名町ホームページからもダウンロードできます。）

ア 期間 令和８年 10 月 20 日（火)～11 月 20 日（金）※土日や祝日等の休日は除く

イ 時間 ８時 30 分～17 時 15 分

ウ 場所 企画振興課

② 募集要項に関する質問票の受付

募集要項その他配布資料に関する質問を次のとおり受け付けます。

ア 期間 令和８年 10 月 20 日（火)～11 月６日（金）

イ 方法 質問票（Ａ４任意様式）に記入の上、郵送、電子メール又はＦＡＸで送付してくだ

さい。（電子メール asano@townchina.jp）

③ 質問に対する回答

質問者に対して、郵送、電子メール又はＦＡＸで回答します。また、応募の意思がある方は、

令和８年 11 月６日（金）までに応募意思届出書（様式第６号）を提出してください。応募意

思届出者には、公平を期すため、全ての質問及び回答内容を郵送、電子メール又はＦＡＸでお

知らせします。

※ 応募意思届出書提出の有無が指定申請書の提出を妨げるものではありません。

④ 募集説明会

ア 日 時   令和８年 10 月 30 日（金） 10 時～ ※予定

イ 場 所   委員会室（役場２階）

ウ 内 容   募集要項の説明、質疑応答、ほか

エ 申込方法 参加を希望される方は、10 月 29 日（木）17 時 15 分までに申込書（様式第５

号）を郵送、ＦＡＸ又は電子メールで提出してください。（１団体の出席者は

３名までとします。）

※募集説明会の参加の有無が選定の評価に影響を及ぼすことはありません。

※募集説明会の予定が変更となった際は、受付けた参加希望者に連絡します。

４ 指定管理者の指定

(1) 選定基準
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知名町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成 18 年条例第 15 号）第４条

の規定に基づき、指定管理候補者を、別紙３「選定基準」により総合的に評価し、選定します。

(2) 選定方法等について

① 選定方法

指定申請書等を用いて指定管理候補者選定委員会を開催した上で、本事業に最も優れた申請

者を選定します。なお、指定管理候補者選定委員会は、必要に応じてプレゼンテーションの要

請及び申請者に対するヒアリングを実施します。日時、場所、出席人数等については、後日申

請者に連絡します。

② 選定事務の所管

選定事務については、企画振興課が行います。

③ 選定結果

選定結果については、申請者すべてに文書で通知します。

また、選定結果及び経過については、個人情報の保護に支障のない形で公開します。

第５ 指定管理者との協定について

１ 協定書の締結

選定の結果、最も優れた提案を行った申請者に対し、町長及び企画振興課は管理運営にあたって

の細目を協議します。

協議の過程において、委託の困難性等が明らかになった場合や協議が成立しない場合は、次点候

補者と協議を行う場合があります。

協議成立後、指定管理候補者として議会に提案し、議会の議決によって指定管理者として正式に

指定がなされた後、当該施設の管理運営に関する協定を締結することになります。

２ 協定の内容

(1) 指定期間に関する事項

(2) 事業計画書等及び法第 244 条の２第７項の事業報告書に関する事項

(3) 町が支払うべき管理費用に関する事項

(4) 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項

(5) 管理業務を行うにあたって保有する個人情報の保護に関する事項

(6) その他町長が別に定める事項

① 指定管理者が行う業務内容に関する事項

② 町条例等関係法令の遵守義務に関する事項

③ 施設の改修、備品等の整備に関する事項
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④ 再委託の取扱いに関する事項

⑤ 利用の許可及び利用料金等の金額、徴収に関する事項

⑥ 収支状況を明らかにした証拠書類等の整備、保管に関する事項

⑦ 職務上知り得た事項の守秘義務に関する事項

⑧ 変更の届出に関する事項（定款、事務所所在地、代表者氏名等）

⑨ 損害賠償の義務及びその他のリスク分担に関する事項

⑩ 事故・災害等の緊急時の対応に関する事項

⑪ 協定書に定めのない事項及び協定の内容に疑義が生じた場合の対応に関する事項

⑫ その他町長が必要と認める事項

３ 管理に関する責任分担

協定締結にあたり、町が想定する主な責任分担の方針は、別紙４「責任分担表」のとおりです。

これらは、帰責事由の所在が不明確になりやすい事項について、その基本的な考え方を示したもの

です。

第６ その他管理運営にあたっての留意事項

１ 関係法令の遵守

指定管理者は、次に掲げる法令等の規程を遵守してください。

(1) 地方自治法、同施行令ほか行政関連法規

(2) 労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法規

(3) 知名町フローラルパークの設置及び管理に関する条例、同条例施行規則

(4) 知名町個人情報の保護に関する法律施行条例、知名町情報公開条例

(5) その他関連する規程

２ 引継業務

指定管理者は、指定時には円滑かつ支障なくフローラルパークの管理運営業務を遂行できるよう、

現指定管理者及び町企画振興課より引継ぎを受けるものとします。

また、指定期間終了時には、次期指定管理者が円滑かつ支障なくフローラルパークの管理運営業

務を遂行できるよう、引継ぎを行うものとします。

３ 管理運営の実績についての評価

指定管理者は、町長に対し、事業報告書及びその他の管理運営の実績等に関する資料を提出する

こととなります。提出を要する資料や時期等については、必要に応じて企画振興課と指定管理者が
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協議の上、決定することとします。

なお、事業報告書の内容等により、指定管理者が業務の水準を満たしていないことが明らかな場

合には、町長は指定管理者に対して業務の改善勧告等を行うことがあります。

４ 管理運営を通じて取得した個人に関する情報の取扱い

平成 17 年４月１日から「個人情報の保護に関する法律」（平成 15 年法律第 57 号）が完全施行さ

れ、本町においても「知名町個人情報の保護に関する法律施行条例」（令和５年条例第２号）を制

定しております。

指定管理者は、同法及び同条例の規定に基づき、別途締結する協定書において「個人情報保護の

取扱い」として町が明示した措置を実施してください。

なお、個人情報取扱事務に従事している方又は従事していた方は、退職後であっても当該事務に

関して知り得た個人情報を他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはなりません。

このため、指定管理者はフローラルパークの管理運営を行うに当たって、個人情報の保護に配慮

した管理運営体制の整備や従事者に対しての必要な研修の実施など、適切な対応を行うようにして

ください。

５ 指定管理者の情報公開について

「知名町情報公開条例」（平成 16 年条例第 13 号）第 18 条の規定に基づき、指定管理者として公

の施設の管理を行う法人等はその管理する公の施設の管理に係る情報の公開に努めてください。

６ 町内雇用及び町内への発注等への配慮

指定管理者が行う管理運営にあたって、職員の雇用については特別な理由がない限り、できるだ

け町内居住者の雇用に努めるものとします。

また、清掃業務などの各種業務や物品調達等においても、町内事業者への委託、発注に努めるも

のとします。

また、この点については、方針や対応策などを申請書で提案してください。

７ 施設において発生した事故への対応に関して特に留意すべき事項

指定管理者は、施設において発生した事故への損害賠償等の対応に関して次のとおり義務を負う

ことになります。

(1) 指定管理者の責めに帰すべき事由により、町又は第三者に損害を与えた場合には、指定管理者

においてその損害を賠償しなければなりません。

(2) 施設において事故が発生した場合に備えて、指定管理者はあらかじめ事故対応マニュアルを定

めるとともに、事故発生時には、直ちにその旨を町に報告しなければなりません。
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(3) 指定管理者は、町長と協議の上、損害賠償責任保険に加入するものとします。

８ 課税に関すること

フローラルパークの管理運営に伴い、受託者（法人）については、法人税、法人事業税、法人市

町村民税等の申告納税義務が生じることがあります。

また、利用料金収入（施設利用料など）や町が支払う指定管理料は、原則、消費税の課税対象と

なります。

９ 事業の継続が困難となった場合の措置

(1) 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合

町長が行う業務改善勧告に従わない場合など、指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務

の継続が困難になった場合で、町が指定の取消しを行った場合には、町に生じた損害は、指定管

理者が賠償するものとします。

(2) 当事者の責めに帰すことができない事由による場合

不可効力など、町及び指定管理者双方の責めに帰すことができない事由により、業務の継続が

困難になった場合、事業継続の可否について協議するものとし、一定期間内に協議が整わない時

には、それぞれ事前に書面で通知することにより協定を解除できるものとします。

なお、当該指定管理者は、次期指定管理者が円滑かつ支障なくフローラルパークの管理運営業

務を遂行できるよう、引継ぎなど必要な対応を行うものとします。

(3) 指定管理者の指定取消後の対応

指定管理者の指定取消後、次点候補者に指定管理者予定候補者として、フローラルパークの管

理運営に関する協議を行うことがあります。

第７ 問い合わせ先

〒891-9295 鹿児島県大島郡知名町大字知名 1100 番地

知名町役場 企画振興課 朝野 智樹

ＴＥＬ 0997-84-3162 ＦＡＸ 0997-93-4103

電子メール asano@townchina.jp



別紙１

施設の構成

１ 名 称  知名町フローラルパーク

２ 所 在  知名町大字知名2190番地１ 他３筆

３ 施設概要

総敷地面積 54,186 ㎡

■ 施設内容

【スポーツ・レクレーション施設】

〇 テニスコート ４面（照明 18 基）

〇 壁打ち場 １面

〇 土コート １面（バスケットゴール ２基）

〇 芝コート ２面

【遊具施設】

〇 キッズコンビ（複合遊具 すべり台（大・中）等） １基

〇 ２連ブランコ １基

〇 ミニシーソー（桃色） １基

〇 パオスライダー（すべり台（小）） １基

〇 ホップライド（シバイヌ、ネコ、ライオン） それぞれ１基

〇 低鉄棒（３連） １基

〇 ターザンロープ １基

〇 ドカン山 １基

〇 四阿（コロニアル葺） １基

〇 パーゴラ １基

〇 ネットスパイダー １基

〇 サンドコミュニケーション １基

【建物施設】

〇 管理棟 鉄筋コンクリート造平屋 281 ㎡

事務所、テナント、男子トイレ、女子トイレ

〇 屋外トイレ 25 ㎡

〇 屋外トイレ 9.88 ㎡

【付属施設等】

〇 ゴーカート車庫 １棟

〇 東屋 屋根無し１棟

〇 ポンプ棟 20 ㎡

〇 給水施設 １基

〇 ベンチ 11 基

〇 園路照明 ４基

【その他】

〇駐車場、集水池



■ 管理する備品等

甲が乙に貸与する備品等

種類 数量 単位 備考

放送設備 １ 式

ゲートボール用具 １ 式

グラウンドゴルフ用具 １ 式

テニス用具 １ 式

サッカーゴール １ 対

ペダルゴーカート 16 台

ストライダー ５ 台 ヘルメット・肘当て・膝当て含む



別紙２

【歳入】 （単位：円）

項目 金額

利用料収入 1,825,322 1,825,322

雑 収 入 492,593 492,593

合　計 2,317,915

【歳出】 （単位：円）

項目 金額

1,968,090

1,877,291

546,453

211,149

374,784

39,936

14,746

12,288

36,864

23,933

117,448

410,968

0

708,147

1,125,396

14,359

0

8,965

0

5,000

1,252,258

合　計 8,748,075

8,748,075

2,317,915

6,430,160

説明

運営経費の試算

説明

令和7年度決算額

令和7年度決算額

給 料 4,391,834

社員給与

パート給与

共 済 費 713,700

健康保険

厚生年金

介護保険

子ども・子育て拠出金

労災保険料

雇用保険料

福利厚生

社員給与

2,376,318

消耗品費

修繕費

水道代

電気代

【歳出】：

【歳入】：

【指定管理委託料見込額】：

燃料費

その他経費 1,257,258
租税公課

公園管理費

ガス代

役 務 費 8,965

通信運搬費

支払い手数料

保険料

需 用 費



別紙３

選定基準

選定基準 具体的な評価項目 配点

Ⅰ パークの指定管理

者としてふさわしい

団体等であるか

募集要項に規定した応募の資格及び応募の制限に則した

団体等であるか
適格条項

Ⅱ 施設の設置目的を

確実に果たす運営が

見込まれること

・管理運営の基本方針が、施設の設置目的に一致してい

るか。

30 点

・管理運営を希望する目的・理由が妥当なものであるか。

・管理運営の計画が地元や町内外の各種団体、教育機関

等との連携等を意識したものとなっているか。

・管理運営の計画に独自性や斬新さはあるのか。

・職員の雇用や業務委託の発注、物品の調達等について

町内からの雇用や町内業者への発注等配慮されている

か。

Ⅲ 知名町フローラル

パークの効用を最大

限に発揮するととも

に、管理経費の縮減が

図られるものである

こと

・閉開園日、時間等について利用者の便に配慮したもの

となっているか。

40 点

・広報・誘客対策について、実現の可能性が高い計画と

なっているか。

・施設のＰＲを目的としたイベント等を実施する計画等

考慮されているか。

・運営全般について、新たな視点や住民協働を意識した

取組みがなされているか。

・利用者へのサービスの向上などが考慮されているか。

・管理経費の縮減が図られているか。

・収支計画について、実現可能性は十分か。

Ⅳ 事業計画に沿った

管理を行う能力を有

していること

・管理責任者について、適切な人材が確保できるか。

20 点

・職員の指導育成、研修体制は十分か。

・利用者からの苦情等に対して、適切な対応がなされる

か。

・申請者の財務状況は良好か。

Ⅴ セキュリティー

・事故防止などの安全管理対策、体制は十分か。
10 点

・事故及び災害時の緊急対応体制は十分か。

・個人情報の保護、情報公開について、十分配慮がなさ

れているか。
適格条項

Ⅵ ヒアリング

・評価の観点

20 点

合 計 120

【採点基準】

評価区分 配点５点 配点 10 点

特に優れている（高度な能力を有している） ５点 10点

優れている（十分な能力を有している） ４点 ８点

普通（一応の能力を有している） ３点 ６点

多少不十分（多少能力が乏しい） ２点 ４点

不十分（能力が乏しい） １点 ２点



別紙４

責任分担表

種類 内容 指定管理者 町

周辺地域・住民及び

施設利用者への対応

地域との協調 ○

施設管理、運営業務内容に対する住民及

び施設利用者からの要望、苦情等への対

応

○

上記以外 ○

事業変更

政治、行政的理由から、施設管理、運営

業務の継続に支障が生じた場合、又は業

務内容の変更を余儀なくされた場合の

経費及びその後の維持管理経費におけ

る当該事情による増加経費負担

○

上記以外 ○

施設等維持管理

施設、設備、備品等の維持管理 ○

１件 30 万円未満の施設等修繕及び指定

管理者の責めに帰すべき事由による１

件 30 万円以上の施設等修繕

○

指定管理者の責めに帰すべき事由によ

らない１件 30 万円以上の施設等修繕
○

施設、設備、備品に対する損害保険 ○

不適切な施設管理による指定管理者の

責めに帰すべき事由により施設利用者

に損害を与えた場合の補償

○

セキュリティー 警備不備による情報漏えい、犯罪発生 ○

事業終了時の費用

指定管理業務の期間が終了した場合又

は期間中途で業務を廃止した場合にお

ける事業者の撤収費用

○


